
1 はじめに

浮遊粒子状物質（SPM）については、関東地域では

環境基準非達率が高い状況が続いてきた。SPMはガス

状物質からの二次生成や汚染が、都市域のみならず周

辺の広い地域で観測されるなど挙動が複雑で、汚染低

減には広域的な対策が必要である。そのため、関東圏

の自治体では連携して取り組みを進めてきた。平成 12

年度には、一都三県公害防止協議会の「SPM 検討会」

を引き継ぐ形で、関東地方環境対策推進本部大気環境

部会に「浮遊粒子状物質調査会議」が組織され、広域

的な汚染実態の把握、情報交換等を行ってきた。

平成 16 年度は、一般環境に加え、平成 15 年 10 月

に開始されたディーゼル車規制の効果検証のため、前

年度に引き続き沿道においても調査を実施した。

2 調査内容

(1) 参加自治体

関東地方の 1 都 9 県 4 市（東京都､神奈川県､千葉

県､埼玉県､茨城県､栃木県､群馬県､長野県､山梨県､静岡

県、横浜市､川崎市､千葉市､さいたま市）が参加した。

(2) 期間、地点数

光化学反応によって SPM が高濃度になりやすい夏

期と大気が安定して高濃度になりやすい冬期（調査期

間：表 1）に、一般環境 18 地点及び沿道 13 地点で一

斉調査を実施した。なお、東京都の調査地点は一般環

境が江東区新砂の環境科学研究所屋上、沿道が亀戸自

動車排出ガス測定局（江東区）である。

(3) 方法

調査方法の概要は表 2のとおりである。

(4) 結果

現在、分析及び取りまとめを進めており、平成18 年

3 月に「平成 16 年度浮遊粒子状物質合同調査報告書」

として関東地方環境対策推進本部大気環境部会より発

行の予定である。
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表 2 調査方法

表１　調査期間及び地点数




